
第1節　環境の変化のもとでの東京電力
1、 燃油価格高騰による電気料金の値上げ

　東京電力は電気料金の見直しを行い、来年1月から本格的に値上げを行うと6月26日に発表した。今年10月の電気料金から値上げを行う。この値上げは原油価格や為替変動を３ヵ月ごとに電気料金に反映させる制度に基づいて行われるものであり。1996年にこの制度が導入されて以来、最大の上げ幅となった。為替相場が円安となったことと原油高がこの要因である。

　では、実際どの程度の値上げが行われるのか。2008年7月の4人暮しの標準的な世帯の電気料金が月額6,797円であるとすると、この料金が来年1月以降には約7,600円になるとみられており、これは約800円の値上げである。なお、燃料価格の高騰はガス会社にも影響を与えており、東京ガスなど都市ガス大手３社も値上げを発表している。電力、ガスなどエネルギー供給会社すべてに何らかの影響が出ている。

ただし、ガス料金の値上げ幅は100円前後までにとどまるとされており、電気料金ほどの急激な値上げは起こらない。電力会社における値上げ幅が大きいのは、原油価格の高騰が火力発電に大きな負担を与えているからである。そのため、電気料金の値上げは電力会社にとってもはや避けられないものとなった。

そして、この値上げにより、オール電化住宅にするか、ガス併用型住宅にするのか、など家庭のエネルギー源の主力を電気に置くかガスに置くか迷っている新規契約者がガスの方に流れてしまう危険性が心配される。

つまり東京ガスなどの競合企業に消費者を奪われないためには、発電方法全体に占める火力発電の割合を下げる努力をしつつ新規契約者の減少を防ぐことが必要となる。

2、 東京ガスとの競合
東京電力の最も大きな競合企業は、やはり東京ガスである。ここでは、東京ガスの商品、事業内容、またそれらが東京電力にとってどのような脅威をもたらすのかについて考えていきたい。

ガスは各家庭において使用されるエネルギーのうち電気と並んで重要なものと考えられている。そして従来までは、照明、空調、洗濯等に必要なエネルギーは電力によってまかなわれ、給湯、調理等に必要なエネルギーはガスによってまかなわれるといったように、電気とガスの担う分野が区別されていた。しかし、近年この垣根が低くなってきている。
その例の一つとして東京ガスが販売中の「マイホーム発電エコウィル」がある。これは、都市ガスを利用してガスエンジンで発電を行い、さらにその際に放出される排熱で給湯、暖房等を行う家庭用のガスコージェネレーションシステムである。このエコウィルを導入するとガスを使って家庭内で発電を行うため、それによって補われる分は電気を電力会社から購入しなくても良いことになる。したがって、東京電力が消費者に供給していた電力を東京ガスが供給しているのと同じことである。このエコウィルの発電により各家庭の現在の購入電力量の約4割がまかなわれてしまう計算になる。
さらに、エコウィルと太陽光発電の融合商品も開発されてきている。エコウィルのみを使用した場合ではエコウィルによる電力供給のみで各家庭の消費電力のすべてを補うことは不可能であるため、消費電力量のうちの6割は電力会社から購入される。しかしエコウィルの使用と並行して太陽光発電を行った場合、エコウィルのみによる発電で不足している分も太陽光発電によってまかなうことができてしまい、電気をまったく購入しなくても消費電力のすべてをまかなうことができてしまう。その上、電力が不足するどころか余剰電力が生まれ、それを各家庭が電力会社に売電していくこともできてしまう。電力会社は電気を売るどころか買わなくてはいけなくなる。現在太陽光発電の導入には一戸あたり200～300万円の初期費用がかかり、この投下資本回収まで20～30年以上かかるため、すぐに脅威となることはないといえるが今後のことを考えると考慮していかなくてはいけない問題であるといえる。また、売電事業については後述する。
東京ガスによる電力事業への参入のもう一つの例として、家庭用燃料電池がある。家庭用燃料電池とは水素と酸素を反応させて家庭内で電力を作る仕組みであり、現在は主に松下電器産業が開発中である。この家庭用燃料電池を使用すると現在各家庭で使用されている電力量の約60％をまかなうことが可能となる。ここで問題となるのは水素の原料がガスであるという点であり、すでに東京ガスと松下電器産業が提携を結び開発をはじめている。
また、新日本石油が燃料電池と太陽光発電の融合による家庭内発電システムの開発に着手しており、このシステムを用いれば家庭の電力使用量の全量をまかなえると予想されている。このシステムの場合もエコウィルと太陽光発電の融合のように余剰電力分は売電に回される。
この家庭用燃料電池の強みは初期投資費用が太陽光発電に比べて安いことである。前述したが太陽光発電の導入に際して初期投資費用の回収まで20～30年以上かかるのに対して、燃料電池の場合は16～17年で済むと見込まれている。2009年初めには量産が開始され、2010年中には単価70～200万円で販売が開始される。「エコ」や「省エネ」に関心はあるが、販売価格の高さを憂慮して太陽光発電等、新エネルギーによる家庭内発電の導入を見合わせている消費者にとっては魅力的な商品になるといえる。
以上の「東京ガスによる電力事業への参入」から今後の展望を考えると、初期投資費用の面からいっても東京電力が東京ガスにすぐにシェアを奪われる、というわけではないといえる。しかし数年以内には新エネルギー分野の開発がかなり進むと予想されるため、販売価格の低下、つまり消費者側の初期投資費用の低下が見込まれる。価格が下がればシェアを奪われる危険性が高まってくるといえる。初期投資費用が下がるとはどういうことを表すのか、一つの例を用いて考えてみたい。

例１）エコウィルを使った場合の料金比率の変化







(本研究グループ作成)

現在のエコウィルの標準セット価格が税込870,450円である。エコウィルを使用している家庭（平均的な戸建て4人家族の場合）において年間30,000円の光熱費が削減されるとすると以下になる、
870,450÷30,000＝29.015
よって現在は29年1か月、つまり約30年で元が取れる計算である。しかし仮にエコウィルの単価が45万円まで下がれば15年で初期投資費用を回収できることになる。この程度まで価格が下がれば購入を考える消費者も増加してくるといえる。電力会社側としては価格の低下が起こる前に早い段階で何らかの対応策を考案しておく必要があるのではないか。
　そして「東京ガスによる消費者へのサービス体制の強化」も注目すべき点である。東京ガスのCSR報告書を見ると消費者へのサービスの強化に力を入れ始めていることがわかる。
また、それと並行してエコウィル、つまりガスコージェネレーションシステムの普及拡大を目指していくことがわかる。その具体策の一つとして「東京ガスライフバル」の設立がある。以前消費者へのサービスを行う東京ガスの子会社はその担当分野ごとにエネスタ、エネフィット、東京ガス・カスタマーサービスの3つに分かれていたが、これらを統合して「東京ガスの様々な商品・サービスをワンストップで提供する地域エネルギー新社」として東京ガスライフバルが設立された。諸サービス窓口を一本化することによって消費者にとってより快適なサービスの創造を目指すものである。

　このように東京ガスの事業を見ていくと、シェア拡大に向けて着実に動き始めていることがわかり、東京ガスは今後ますます東京電力にとっての大きな競合企業となると言える。
３、売電事業の発展
　　売電とは「電力会社に電気を売ること」である。なぜ電気を作る側の電力会社が電気を買うのかというと、2003年に制定された「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法」の存在があるからである。新エネルギーによる発電とは太陽光、風力、バイオマス、中小水力、地熱の5つの新エネルギーによる発電である。これによって従来からの発電方法である火力、水力、原子力だけでなく、いわゆる｢自然エネルギー｣からも発電を行うことが電力会社に義務付けられた。但し、他の発電施設が作った新エネルギーを購入し、それを自社で｢生産した｣ことにしても良いとされている。現在、新エネルギーによる発電は注目されている分野であるが、現段階ではかなり高額の初期投資費用がかかるため、電力会社が事業として導入することはなかなかできないのが現状である。そのため、太陽光発電を行っている家庭の余剰電力分を買い取る余剰電力買取制度を電力会社が採用しているのである。これにより各家庭は国から｢発電所｣の認定を受けて新エネルギーによる電力の生産、販売普及拡大に貢献し、電力会社は各家庭で生産された電気を購入し、国から与えられた義務を果たす。

　東京電力もオール電化と太陽光発電の組み合わせを推奨している。オール電化住宅の場合、日中(10‐17時)の電力単価が夜間に比べて割高なのが欠点であるが、オール電化と太陽光発電を同時に導入すれば、日中の電力を太陽光による自家発電でまかなうことができ、さらに余った分を売ることができる。つまり、天候にもよるが原則的に夜間の消費電力分のみ購入すれば良いことになり、消費者は大幅に光熱費を削減できる。従来の「ガス＋電気」型住宅の光熱費を100とすると、オール電化住宅の光熱費は60、そして「オール電化＋太陽光発電」型住宅の光熱費は15となる。これは消費者にとっては非常に有益な仕組みである。

　しかし、競合企業である東京ガスも、天然ガスを使った家庭内発電システムのエコウィルと太陽光発電の組み合わせを推奨している。こちらも消費者は売電による利益を得ることができる。しかもオール電化住宅で売電を行うよりもエコウィルと太陽光発電の組み合わせによる売電の方が余剰電力分が大きく、売電のメリットも大きいとの検証結果も出ている。これは、オール電化住宅の場合、すべてのエネルギーを電気でまかなうため各家庭での電気使用量が必然的に多くなり、余剰電力量がエコウィルとの併用型住宅よりも少なくなってしまうからである。

　ここまで述べた内容と同様にこの売電事業の発展は、東京ガスによる電力事業への参入につながるものである。以前は電気とガスという違うエネルギーを生産し、エネルギーを供給する分野も異なっていた両者が今同じ分野で競合を始めようとしていると見ることもできる。

4、 消費者囲い込みの必要性

　ここまで新事業の発展や東京ガスの事業が今後東京電力に及ぼすであろう影響について述べてきたが、オール電化住宅なども消費者に人気の商品であるため、すでに東京電力と契約をしている消費者をすぐに東京ガスに奪われるということはないと考えられる。

しかし、以上述べてきたように、従来まで東京電力が担ってきた分野にも他社が参入しつつあることは確かである。そのため、他社が供給する商品の初期投資費用が低下しはじめる前に消費者の早期囲い込みを行っていく必要があると言える。
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